
平成 13年 10月 30日

平成 14年 3月期中間決算短信 (非連結)

上   場   会   社   名       上場取引所　　 東証

コード番号       4738 本社所在都道府県　 神奈川県

問合せ先  責任者　 役職名 取締役　管理本部長

　　　　　　　　 氏　 名 髙橋　保雄 TEL (045) 651 - 5211

中間決算取締役会開催日 平成 13年 10月 30日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日 平成 13年 12月 10日

（コード番号：9694） 親会社における当社の株式保有比率：　53.9％　　　

１．１３年 ９月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 19.3 17.7 605 10.0
12年 9月中間期 11.1 9.5 550 17.8

13年 3月期 1,133

百万円 ％ 円　　銭 銭

13年 9月中間期 9.9 .43 -
12年 9月中間期 36.8 .68 -

13年 3月期 .97 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期       -        百万円   12年 9月中間期       -        百万円   13年 3月期       -        百万円

     ②期中平均株式数    13年 9月中間期    14,300,000 株   12年 9月中間期    14,083,333 株   13年 3月期    14,191,666 株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

（注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭 記念配当 -円    -銭

13年 9月中間期 7.00 － 特別配当 -円    -銭

12年 9月中間期 7.00 －
13年 3月期 － 14.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 72.7
12年 9月中間期 74.9

13年 3月期 74.2
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    14,300,000 株   12年 9月中間期    14,300,000 株   13年 3月期    14,300,000 株

(4)キャッシュ･フローの状況
現金及び現金同等物

期   末   残   高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期

12年 9月中間期

13年 3月期　　

２．１４年 ３月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

　 １株当たり年間配当金
期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭

通　　期 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   48 円 25 銭 

日立ビジネスソリューション株式会社

キャッシュ・フロー

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期）純利益

経　常　利　益

707.89
678.68
694.51

営　業　利　益

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

投資活動による

14.00
円　　銭

507
2,706

586

690

△ 98
△ 76

△ 175

当　期　純　利　益

1,25015,500

売    上    高

△ 6

43

139
315

918
△ 1,279

13,915
12,958
13,385

キャッシュ・フロー

26

経　常　利　益

１株当たり
年間配当金

１株当たり

株主資本
株主資本
比    率

財務活動による

     中間(当期）純利益

売    上    高

10,122

7,989
6,700
14,047

１株当たり
中間配当金

23
21

親会社名　日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社

営業活動による
キャッシュ・フロー

335
305
623

総  資  産 株  主  資　本

9,705
9,931

円

602
512

1,072
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添付資料 

１. 企業集団の状況 

（１）企業集団の概況 

   当社の企業集団は、当社、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所、

関連会社㈱よみうりソフト、及び親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の関連会社

㈱よみうりコンピュータで構成され、コンピュータソフトウェアの開発、「改造・拡張」等

のソフトソリューション提供事業及び、ハードウェアとパッケージソフトを組合せたシス

テム構築によるシステムソリューション提供事業並びに、ハードウェアの販売・付帯する

サービス提供事業を行っております。 

    当グループ事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 

    ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン             ：当社が、ソフトウェアの開発、「改造・拡張」を担当し

販売するほか、親会社日立ソフトウェアエンジニアリン

グ㈱、㈱日立製作所が製造販売しているソフトウェアの

一部を当社が提供しております。 

 

システムソリューション             ：当社が、開発したパッケージソフトを中心にハードウェ

アを組合せ、また、ソフトウェアを含めたシステム構築

を行い販売しております。また、構築されたシステムの

一部を親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱

日立製作所、関連会社㈱よみうりソフト、親会社日立ソ

フトウェアエンジニアリング㈱の関連会社㈱よみうり

コンピュータに提供しております。 

 

    サービスソリューショ            ン:上記のソフトソリューションとシステムソリューション

を統合してサービスソリューションとしております。 

 

     情 報 機 器 ・ サ ー ビ ス            ：当社が、インストール、パソコン組立、ソフトウェアの品

質評価等各種サービスを親会社日立ソフトウェアエンジ

ニアリング㈱に提供する他、親会社日立ソフトウェアエン

ジニアリング㈱、㈱日立製作所からコンピュータ、ＯＡ機

器等を仕入れ、当社が情報処理機器を販売しております。 
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（２）事業の系統図 

（注）1.親会社（* 印）は有価証券報告書を提出しております。

　　　2.当社は子会社を有しておりません。
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針 

当社は、日立ソフトグル－プの一員として、グル－プ共通の経営理念である「真実一路」、  

即ち「顧客第一主義」と「人間尊重の経営」を基本理念としております。 
この経営理念のもと、ソフトウェア技術力を基盤とし、得意分野の技術と業務ノウハウを統

合し、機器の特性を発揮させユーザにソリューションを提供する「総合ソリューションプロバ

イダー」として社会に貢献することを経営目標としております。 
この目標を実現するため、次の基本目標を掲げ｢知価創造｣による事業の発展、拡大を図って

おります。 
      ①基本ソフトで培うソフトウェア技術力の充実・拡大 
      ②得意分野でのトータルビジネスソリューション提供 
      ③既存ソフトのリニューアル&エンハンス事業の推進 
      ④エンドユーザコンピューティング市場に特化したシステムソリューションの提供 
      ⑤最先端技術を活かし、顧客ニーズに対応したサービスの提供 
   ⑥高技術集団による新分野へのチャレンジ、スピードの重視 
 
（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営目標と位置づけております。 
当社が属する情報サービス業界では、インターネット、モバイル化およびＥＤＩ分野での、

技術革新の急速な進展に対応した新製品・新技術の開発に必要な研究開発費、設備投資等の積

極的な先行投資が必須であります。 
株主に対する配当につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、情報サ

ービス業界の特性に対処して会社の競争力を維持・強化し、財務体質の強化を図り、配当水準

と配当性向を勘案し、総合的に決定してまいります。 
 
（３）中期的な経営戦略 

当社は、「総合ソリューションプロバイダー」として社会に貢献することを経営目標としてお

ります。そのために、ソフトソリューション事業においてはリニューアル&エンハンス事業を

中核として、顧客ニーズにあった発展性のある事業を推進してまいります。システムソリュー

ション事業においては顧客／販売管理システム、ＣＡＤ／地図情報システム、通信技術システ

ム等の独自事業領域において、他社とのアライアンス及び有力製品の活用によりパッケージ事

業の拡大を図ります。また営業拠点拡大を含めた営業力の強化と販売チャネルの拡大、取りま

とめ技術力向上による高付加価値製品の拡大を図り、収益確保の計画を推進してまいります。 

なお当社と致しましては、中期的な経営指標として株主資本利益率（ＲＯＥ）８％の達成を

目指して取組みを強化し、株主の皆様の期待に応えていきたいと考えております。 
 
（４）親会社との関係に関する基本方針 

当社は、主力のソフトソリューション事業に関して、親会社である日立ソフトウェアエンジ

ニアリング㈱との間で「保守業務の分担に関する覚書」を締結しており、同社が開発したシス

テムの「改造・拡張－開発」に関する全ての業務は、当社が行うことになっております。 
また、日立ソフトウェアエンジニアリング㈱との間で基本契約並びに販売等基本契約を締結

しており、主として情報処理機器の仕入を行っております。 
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３．経営成績 

（１）当期の概況 

日本経済は、米国景気の急減速の影響等により、株価の下落、完全失業率の悪化等、景気の

先行き不透明感が一層拡がり、景気の悪化が一段と鮮明になりつつあります。 

情報サービス産業は、インターネット、電子商取引、ライフサイエンス関係等強い投資意欲

に支えられて需要拡大が見込まれる分野もありますが、一方では、景気後退に伴うＩＴ関連投

資の抑制の動きや、輸出の減少等企業収益を圧迫する要因も多くなってきています。 

これらを背景に、今まで以上に価格競争は激しさを増し、技術レベルの高度化の進展等と相

まって企業間競争が熾烈さを増し、優勝劣敗の様相がより強まってきています。 

この熾烈な企業間競争に打ち勝つためには、今迄以上に、スピーディかつタイムリーなソリ

ューションの提供並びに価格競争力のある製品の開発を通して高収益事業構造への転換に向け

た事業拡大を図ることが必須となっております。 

 

当社は「知価創造」をモットーに、ソフトソリューション事業では、独自事業領域としての

リニューアル＆エンハンス事業を中核として、顧客ニーズにあった発展性のある事業を推進し

てまいりました。 

システムソリューション事業では、「顧客／販売管理システム」、「通信技術システム」「ＣＡ

Ｄ／地図情報システム」、の分野で独自のパッケージを柱に各種ハード・ソフトを組合せた最適

システムを提供するシステムインテグレーション事業を積極的に推進してまいりました。 

また、情報機器・サービス事業においては、情報機器の販売、ハードウェアの選定やソフト

ウェアのインストール、パソコンの組立等、情報機器に付帯するサービスの提供を行ってまい

りました。 

特に当期は、ソフトソリューション事業では、通信事業者向け「通信サービス監視システム」、

保険業界については「企業年金の共同事業化システム」、自治体向け「介護保険システム」等多

数の案件を受注し納入する等、顧客の開拓並びに売上高の拡大に注力してまいりました。 

また、システムソリューション事業の「顧客／販売管理システム」分野では、読売新聞販売

店向け顧客情報システム「YOMISOFT」並びに、折込広告社向け総合情報管理システム「HOTMAC」

の拡販を推進すると共に、Web 版システム構築事業の強化策として、メガネ・コンタクトチェ

ーン店向け「Web 版販売管理システム」の構築ソリューション事業を開始致しました。 

「通信技術システム」分野では、通信事業者向けに、実機テストで検出困難な不良や、プロ

グラム変更による影響箇所の摘出を行う「ソフト診断サービス事業」の拡大を図りました。 

EC／EDI 分野では、アリバ社が提供する Ariba B to B コマースプラットフォームに対応した帳

票ソリューションシステム「Dandi Print System」並びに、Web環境で実現する「Dandi Print 

System for Web」を開発し、販売を開始致しました。 

さらに、電子機器業界向け製品として（株）オービック・ビジネス・コンサルタント（OBC）

社の販売管理ソフト「商奉行」と連動し受注管理を実現する「受快 for 商奉行」を開発し、販

売を開始致しました。又、EDI 事業の強化を図るため、（株）データアプリケーションと販社契

約を締結し ACMS シリーズ製品の拡販による「EDI ソリューションサービス」の提供並びに SI

サービスを開始致しました。 

また、Java プログラム上で、高度な帳票印刷機能を実現するコンポーネント「JXReport」で

は、「日本語 PDF 出力版」を開発し、販売を開始致しました。 
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 「ＣＡＤ／地図情報システム」分野では、プリント基板設計支援システム「MY-PCBⅢ」の

「回路図エディタ View Draw インターフェイス版」を開発し、販売を開始致しました。 

 

また、当社は米国 Software Bisque 社と、ソフトウェア ライセンス契約を締結し、世界標準

のベストセラー天文シミュレーションソフト「THE SKY 日本語版」の独占販売権を所有してお

ります。この度、入門者・初級者向けに「THE SKY 初級版」を開発し、販売を開始致しました。 
 

経営体質強化の面においては、生産性向上計画として、部品化、ツールの徹底活用並びに社

内情報インフラの一層の整備拡張による情報共有化と再利用の促進及び業務プロセスの改革の

推進による徹底した原価低減の実現を図って参りました。また、組織面では、生産性向上並び

に、全社のナレッジマネジメントの推進を目的として、生産技術グループ及び技術開発部を設

置し、管理体制の強化を図って参りました。 

 

以上の結果当中間期においては、 

受注高は   ８０億９千８百万円（前年同期比１１５％） 

売上高は   ７９億８千９百万円（前年同期比１１９％） 

経常利益は   ６億５百万円  （前年同期比１１０％） 

中間純利益は  ３億３千５百万円（前年同期比１１０％）となりました 

   

 なお、当中間期のキャッシュ・フローの状況は 

 営業活動に使用した資金は       ６百万円、 

 投資活動により得られた資金は   ２千６百万円、 

 財務活動に支出した資金は     ９千８百万円、 

 となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は５億７百万円であります。 
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（２）平成１４年３月期の見通し 

当社が属する情報サービス業界では、今後インターネット・電子商取引等を核としたネット

ワーク社会に対応するＩＴ分野への投資の拡大が見込まれていますが、一方では、電子商取引、

モバイルコンピューティング等に代表される先端技術、新分野事業等の絶え間ない変革と、成

長市場への新規参入を目指す企業の進出により、業界の企業間競争は一層激しいものとなって

おります。 

このような環境下、当社は「知価創造」をモットーに、次の重点施策を推進してまいります。 

①事業基盤の柱であるソフトソリューション事業における既存顧客深耕と新規顧客の拡大に

よる収益力の向上 

②他社とのアライアンス強化及び自社製品と有力他社製品との組合せによる高付加価値事業

の拡大による高収益体質の実現 

③Web システム構築技術、EDI システム関連技術を活かしたインターネット、Web 関連ソリュ

ーション事業の拡大 

④高度情報処理資格、事業に直結する各種ベンダー認定資格の早期取得並びに事業戦略に基

づく Java、XML 等関連技術者の緊急育成による独自技術力の強化 

 

  

平成１４年３月期の業績見通しは次のとおりです。 

売 上 高    １５５億円   （前期比  110％） 

     経 常 利 益      １２億５千万円（前期比  110％） 

     当期純利益       ６億９千万円（前期比  111％） 
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４.個別財務諸表等 

 （１）比較貸借対照表 

 

(単位：百万円)

期　別 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表 前中 間会計期間末

 科　目 ( 平成13年 ９月 30日現 在 ) ( 平 成 13 年 3 月 31 日 現 在 ) ( 平 成12年９ 月30 日現 在)

【資　産　の　部】

 流  　動　  資　  産 ６,０４４ ５,５０３ ５４０ ６,８２１ 

現 金 及 び 預 金 ２０７ ９５ １１２ １,４０９ 

受 取 手 形 ２ ２０ △  １７ ７ 

売 掛 金 ３,６７６ ３,１０６ ５７０ ２,９６４ 

有 価 証 券 ８２７ １,１９６ △  ３６８ １,６２９ 

た な 卸 資 産 ９０１ ７８６ １１４ ５０５ 

繰 延 税 金 資 産 ３３１ ２４６ ８５ ２２０ 

そ の 他 １００ ５８ ４１ ９１ 

貸 倒 引 当 金 △  ３ △  ６ ２ △  ７ 

 固  　定　  資　  産 ７,８７１ ７,８８１ △  ９ ６,１３６ 

１４８ １６１ △  １３ １４６ 

建 物 １５ １６ △  ０ ９ 

工 具 器 具 備 品 １３２ １４４ △  １２ １３７ 

４２４ ３５９ ６４ ３１０ 

ソ フ ト ウ ェ ア ４２０ ３５５ ６４ ３０７ 

施 設 利 用 権 ３ ３               ― ２ 

７,２９９ ７,３６０ △  ６１ ５,６８０ 

投 資 有 価 証 券 ６,９８６ ７,０３３ △  ４７ ５,４４１ 

関 係 会 社 株 式 ２０ ２０               ― ２０ 

長 期 前 払 費 用 １６３ １８７ △  ２３ ７５ 

繰 延 税 金 資 産 ３１               ― ３１ ２９ 

差 入 敷 金 保 証 金 ８４ １０６ △  ２１ ９２ 

そ の 他 １３ １３ △  ０ ２１ 

１３,９１５ １３,３８５ ５３０ １２,９５８ 

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

対 前 期 末

比 較 増 減
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(単位：百万円)

期　別 
当 中間会計期間末

前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表 前中間会 計期間末

 科　目 ( 平 成13年 ９月 30日 現在 ) ( 平 成 13 年 3 月 31 日 現 在 ) ( 平成 12年 ９ 月30日 現 在)

【負　債　の　部】

３,２７５ ２,９６０ ３１５ ２,８６４ 

買 掛 金 １,５４７ １,３４０ ２０７ １,３４３ 

未 払 金 １０９ ４１ ６７ １４９ 

未 払 法 人 税 等 ３９２ ３４２ ５０ ３２３ 

未 払 事 業 所 税 ７ １４ △  ６ ６ 

未 払 消 費 税 等 ７５ ９４ △  １８ ８４ 

未 払 費 用 １,０２５ １,００８ １７ ８６３ 

前 受 金 １２ １０ ２ ７ 

プ ロ グ ラ ム 補 修 引 当 金 ４９ ５６ △  ７ ３５ 

そ の 他 ５４ ５２ ２ ５０ 

５１７ ４９３ ２４ ３８８ 

退 職 給 付 引 当 金 ４６０ ３９３ ６６ ３４４ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ５７ ５４ ２ ４３ 

繰 延 税 金 負 債               ― ４５ △  ４５               ―

３,７９２ ３,４５３ ３３９ ３,２５２ 

【資　本　の　部】

３,５６０ ３,５６０               ― ３,５６０ 

４,６６４ ４,６３６ ２７ ４,６２６ 

資 本 準 備 金 ４,５５４ ４,５５４               ― ４,５５４ 

利 益 準 備 金 １１０ ８２ ２７ ７２ 

１,８８５ １,７２８ １５７ １,５２０ 

任 意 積 立 金 ８３９ ４８４ ３５４ ４８４ 

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 １,０４６ １,２４４ △  １９７ １,０３５ 

( うち中間（当期）純利益) (３３５) (６２３) (△  ２８８) (３０５)

１２ ６ ６ △  １ 

１０,１２２ ９,９３１ １９１ ９,７０５ 

１３,９１５ １３,３８５ ５３０ １２,９５８ 

流 動 負 債

資 本 金

法 定 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

対 前 期 末

比 較 増 減

固 定 負 債

その他有価証券評価差額金
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（２）比較損益計算書 

 

(単位：百万円)

期　別 当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

自 平成13年４月 1日 自 平成12年４月 1日 自 平成12年4月 1日

 科　目
至 平成13年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成13年3月31日

売 上 高 ７,９８９ ６,７００ １,２８９ １４,０４７ 

売 上 原 価 ６,７０３ ５,５３１ １,１７１ １１,６１３ 

１,２８６ １,１６８ １１７ ２,４３３ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６８３ ６５６ ２７ １,３６１ 

６０２ ５１２ ９０ １,０７２ 

営 業 外 収 益 ５８ ６３ △  ５ １１８ 

(  　　　　　　　　　　) (５５) (６２) (△  ７) (１１７)

(  　　　　　　　　　　) (３) (０) (２) (０)

営 業 外 費 用 ５５ ２５ ２９ ５６ 

(　  　　　　　　　　　) (０)              (―) (０) (０)

(　  　　　　　　　　　) (０) (２３) (△  ２２) (２６)

(　  　　　　　　　　　) (２) (０) (１) (４)

(　  　　　　　　　　　) (５０)              (―) (５０)              (―)

(　  　　　　　　　　　)              (―)              (―)              (―) (１６)

(　  　　　　　　　　　)              (―)              (―)              (―) (８)

(　　　　　　　　　　　) (１) (１) (０) (１)

６０５ ５５０ ５５ １,１３３ 

―　 ―　 ―　 ―　

６０５ ５５０ ５５ １,１３３ 

４３６ ３１７ １１８ ５４０ 

△  １６５ △  ７２ △  ９３ △  ３０ 

３３５ ３０５ ２９ ６２３ 

７１１ ７３０ △  １８ ７３０ 

              ―               ―               ― １００ 

              ―               ―               ― １０ 

１,０４６ １,０３５ １１ １,２４４ 

営 業 損 益 の 部

営 業 外 損 益 の 部

中間配当に伴う利益準備金積立額

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

【 経 常 損 益 の 部 】

【 特 別 損 益 の 部 】

)

対 前 年 同 期

比 較 増 減(

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

)( )(

受 取 利 息

雑 収 益

支 払 利 息

商品 評価損及び滅却損

固 定 資 産 除 却 損

雑 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

特 別 損 益

売 上 総 利 益
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（３）比較キャッシュ・フロー計算書 

 

(単位：百万円)

期　別 当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間
前事業年度の要約
ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書

自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日 自 平成12年4月 1日

 科　目 至 平成13年9月30日 至 平成12年9月30日 至 平成13年3月31日

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間（当期）純利益 605   550  55  1, 133  

減価償却費計上額 97   59  38  174  

貸倒引当金の減少額 △　2　 △　1  △　0  △　3  

プログラム補修引当金の減少額 △　7　 5  △　12  26  

退職金引当金等の減少額              ―              ―              ― △　340  

退職給付引当金の増加額 66   47  19  393  

役員退職慰労引当金の増加額 2                ― 2  54  

受取利息及び受取配当金計上額 △　55　 △　62  7  △　117  

その他の雑収益計上額 △　2　 △　0  △　2  △　0  

固定資産除却損 2   ―               1  3  

その他の投資評価損計上額              ―              ―              ― 8  

投資有価証券評価損計上額 50                ― 50               ―

投資有価証券売却損計上額              ―              ―              ― 16  

その他の雑損失計上額 1   1  ―               1  

売上債権の増加額 △　553　 282  △　836  128  

商品評価損 0   23               ―              ―

たな卸資産の増加額 △　115　 △　148  33  △　405  

前払年金費用の減少額 23                ― 23  △　186  

その他の流動資産等の増加額 △　44　 △　118  73  △　4  

仕入債務の増加額 282   △　349  632  △　423  

未払費用の減少額 △　1　 △　5  4  147  

その他の流動負債の減少額 △　37　 △　10  △　26  △　7  

         小  計 314   272  64  599  

利息及び配当金の受取額 67   49  18  102  

利息の支払額 △　0　              ― △　0  △　0  

法人税等の納付額 △　385　 △　180  △　205  △　384  

その他 △　2　 △　2  △　0  △　1  

    営業活動によるキャッシュ・フロー △　6　 139  △　122  315  

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の満期による収入              ― 500  △　500  500  

有価証券の取得による支出              ― △　330  330  △　700  

有価証券の売却による収入 180   150  30  150  

特定債権信託受益権の取得による支出 △　300　 △　500  200  △　600  

特定債権信託受益権の償還による収入 300   500  △　200  600  

有形固定資産の取得による支出 △　30　 △　78  47  △　128  

無形固定資産の取得による支出 △　143　 △　61  △　82  △　221  

投資有価証券の取得による支出              ― △　2, 169  2, 169  △　4, 456  

投資有価証券の償還による収入              ― 2, 900  △　2, 900  3, 500  

投資有価証券の売却による収入              ―              ―              ― 84  

差入敷金保証金の支払による支出 △　0　              ― △　0  △　14  

差入敷金保証金の戻入による収入 21   8  13  8  

その他の投資等の取得による支出 △　0　 △　1  1  △　1  

    投資活動によるキャッシュ・フロー 26   918  △　891  △　1, 279  

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △　98　 △　77               ― △　176  

その他              ― 0                ― 0  

    財務活動によるキャッシュ・フロー △　98　 △　76               ― △　175  

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額              ―              ―              ―              ―

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 △　78　 981  △　1, 060  △　1, 138  

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 586   1, 724  △　1, 138  1, 724  

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 507   2, 706  △　2, 198  586  

対 前 年 同 期

比 較 増 減( )( ) ( )
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（４）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前　事　業　年　度

項            目 自  平 茂１２年 ４ 月 １ 日 自  平 成１３年 ４ 月 １ 日 自  平 成１２年 ４ 月 １ 日

至  平 成１２年 ９ 月３０日 至  平 成１３年 ９ 月３０日 至  平 成１３年 ３月３１日

１.有価証券の評価基準及  (１)満期保有目的債券  (１)満期保有目的債券  (１)満期保有目的債券

   び評価方法      償却原価法      償却原価法      同      左

 (２)関連会社株式  (２)関連会社株式  (２)関連会社株式

     移動平均法による原価法      同      左      同      左

 (３)その他有価証券  (３)その他有価証券  (３)その他有価証券

     時価のあるもの      時価のあるもの      時価のあるもの

　　　 中間決算日の市場価格等に基      同      左 　　 期末日の価格等に基づく時価法

       づく時価法 　　（評価差額は全部資本直入法に

　　（評価差額は全部資本直入法に 　　 より処理し、期中売却原価は移

　　 より処理し、期中売却原価は移      動平均法により算定）

     動平均法により算定）

     時価のないもの      時価のないもの      時価のないもの

     　移動平均法による原価法      同      左      同      左

２.たな卸資産の評価基準  (１)商品  (１)商品  (１)商品

   及び評価方法      移動平均法による低価法      同      左      同      左

 (２)仕掛品  (２)仕掛品  (２)仕掛品

     個別法による原価法      同      左      同      左

３.固定資産の減価償却の  (１)有形固定資産  (１)有形固定資産  (１)有形固定資産

   方法    　定率法      同      左      同      左

    なお、主な耐用年数は以下の      同      左

    とおりです。

　　　　　建物(附属設備)

　　　　　　　９～１５年

　　　　　工具器具備品

　　　　　　　２～２０年

 (２)無形固定資産  (２)無形固定資産  (２)無形固定資産

   　定額法      同      左      同      左

     ただし、市場販売目的のソフト

　 ウェアについては、販売可能な見

   込有効期間（３年以内）に基づく

   定額法、自社利用のソフトウェア

　 については、社内における利用可

   能期間（５年以内）に基づく定額

　 法によっております。

４.引当金の計上基準  (１)貸倒引当金  (１)貸倒引当金  (１)貸倒引当金

     一般債権については貸倒実績率      同      左      同      左

   により、貸倒懸念債権等特定の債

   権については個別に回収の可能性

   を検討し、回収不能見込額を計上

   しております。
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前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前　事　業　年　度

項            目 自  平 茂１２年 ４ 月 １ 日 自  平 成１３年 ４ 月 １ 日 自  平 成１２年 ４ 月 １ 日

至  平 成１２年 ９ 月３０日 至  平 成１３年 ９ 月３０日 至  平 成１３年 ３月３１日

 (２)プログラム補修引当金  (２)プログラム補修引当金  (２)プログラム補修引当金

     プログラムの無償補修費用の支      同      左      同      左

   出に備えるため、将来発生見込額

   を計上しております。

 (３)退職給付引当金  (３)退職給付引当金  (３)退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるため      従業員の退職給付に備えるため      従業員の退職給付に備えるため

   当事業年度末における退職給付債    当事業年度末における退職給付債    当事業年度末における退職給付債

   務及び年金資産の見込額に基づき    務及び年金資産の見込額に基づき    務及び年金資産の見込額に基づき

   当中間会計期間末において発生し    当中間会計期間末において発生し 　 計上しております。

   ていると認められる額を計上して    ていると認められる額を計上して      会計基準変更時差異(226百万円)

   おります。    おります。    については10年による按分額を収

     なお、会計基準変更時差異      会計基準変更時差異(226百万円）   益処理しております。

   （226百万円）については10年に    については10年による按分額を収      数理計算上の差異は、各事業年

   よる按分額を収益処理しており    益処理しております。    度発生時における従業員の平均残

   ます。      数理計算上の差異は、各事業年    存勤務期間以内の一定の年数(20

   度発生時における従業員の平均残    ～21年)による定額法により按分

   存勤務期間以内の一定の年数(２０   した額をそれぞれ発生した翌事業

   ～２１年)による定額法により按分   年度から費用処理することとして

   した額をそれぞれ発生した翌事業    おります。

   年度から費用処理することとして

   おります。

 (４)役員退職慰労引当金  (４)役員退職慰労引当金  (４)役員退職慰労引当金

     役員の退職慰労金の支出に備え      同      左      同      左

   るため、内規に基づいて計算され

   た額を計上しております。

５.リース取引の処理方法    リース物件の所有権が借主に移転      同      左      同      左

 すると認められるもの以外のファイ

 ナンス・リース取引については、通

 常の賃貸借取引に係る方法に準じた

 会計処理によっております｡

６.中間キャッシュ・フロ    中間キャッシュ・フロー計算書上      同      左    キャッシュ・フロー計算書上の現

   ー計算書（キャッシュ  の現金及び現金同等物には、手許現  金及び現金同等物には、手許現金、

   ・フロー計算書）にお  金、要求払預金及び、取得日から３  要求払預金及び、取得日から３ケ月

   ける資金の範囲  ケ月以内に満期の到来する流動性の  以内に満期の到来する流動性の高い

 高い、容易に換金可能であり、かつ  容易に換金可能であり、かつ、価値

 価値の変動について僅少なリスクし  の変動について僅少なリスクしか

 か負わない短期投資を計上しており  負わない短期投資を計上しておりま

 ます。  す。

７.その他中間財務諸表作  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理

   成のための基本となる    消費税及び地方消費税の会計処理      同      左      同      左

   重要な事項  は、税抜方式によっております。
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（会計処理の変更）

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前　事　業　年　度

項            目 自  平 成１２年 ４ 月 １ 日 自  平 成１３年 ４ 月 １ 日 自  平 成１２年 ４ 月 １ 日

至  平 成１２年 ９ 月３０日 至  平 成１３年 ９ 月３０日 至  平 成１３年 ３月３１日

１.商品の評価基準及び      従来、情報処理機器等、商品の      従来、情報処理機器等、商品の

   評価方法    評価基準及び評価方法については    評価基準及び評価方法については

   移動平均法による原価法によって    移動平均法による原価法によって

   おりましたが、市場での情報処理    おりましたが、市場での情報処理

   機器等の商品サイクルが短くなっ    機器等の商品サイクルが短くなっ

   たことにより、価格変動が激しく    たことにより、価格変動が激しく

   なっている現状に鑑み、健全性を    なっている現状に鑑み、健全性を

   期するため当中間会計期間より、    期するため当期より、移動平均法

   移動平均法による低価法により評    による低価法により評価しており

   価しております。    ます。

　   この変更による当中間期におけ 　   この変更による当事業年度に

   る影響額はありません。    おける影響額はありません。

２.収益及び費用の計上      従来、請負ソフトウェア開発に

　 基準    係る収益の計上は、完成基準によ

   り行っておりましたが、近年、

   システムの高度化による長期・大

   型の請負ソフトウェア開発が増加

   しており、この基準によると期間

   損益に不均衡が生ずることから、

   より適切な期間損益を開示するた

   めに、当中間会計期間から進行基

   準により収益を計上することとい

   たしました。

　   この変更による当中間期の売上

   高、営業利益及び経常利益などに

   与える影響額は軽微であります。
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（追加情報）

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間

自  平成１２年４月 １ 日 自  平成１３年４月 １ 日 自  平成１２年４月 １ 日

至  平成１２年９月３０日 至  平成１３年９月３０日 至  平成１３年３月３１日

（退職給付会計）

   当中間期から退職給付に係る会計基準    当事業年度から退職給付に係る会計基準

（「退職給付に係る会計基準の設定に関する （「退職給付に係る会計基準の設定に関する

 意見書」）（企業会計審議会 平成10年６月  意見書」）（企業会計審議会 平成10年６月

 16日））を適用しております。  16日））を適用しております。

  この結果、従来の方法によった場合と比較   この結果、従来の方法によった場合と比較

 して、退職給付費用が92百万円減少し、経常  して、退職給付費用が186百万円減少し、経

 利益及び税引前中間純利益はそれぞれ92百万  常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ186

 円増加しております。  百万円増加しております。

 　役員については、内規に基づく必要額 を

 「退職金引当金」に計上しておりましたが、

 当中間期より｢役員退職慰労引当金｣ として

 区分掲記しております。

（金融商品会計）

   当中間期から金融商品に係る会計基準    当中間期から金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定に関する （「金融商品に係る会計基準の設定に関する

 意見書」（企業会計審議会 平成11年１月  意見書」（企業会計審議会 平成11年１月

 22日））を適用し、有価証券の評価方法、  22日））を適用し、有価証券の評価方法、

 貸倒引当金の計上方法について変更して  貸倒引当金の計上方法について変更して

 おります。  おります。

   この変更による経常利益及び税引前中間    この変更による経常利益及び税引前当期

 純利益への影響はありません。  純利益への影響は軽微であります。

   また、期首時点で保有する有価証券の保

 有目的を検討し、満期保有目的の債券及び

 その他有価証券に含まれている債券のうち

 １年内に満期の到来するものは流動資産の

 有価証券として、それら以外は投資有価証

 券として表示しております。

 その結果、流動資産の有価証券は42百万円

 減少し、投資有価証券は同額増加しており

 ます。

前 事 業 年 度
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末

項           目 (平 成１２年 ９ 月３０日) (平 成１３年 ９ 月３０日) (平 成１３年 ３ 月３１日)

  １．有形固定資産減価償却

      累計額 127百万円  166百万円  144百万円  

  ２．偶発債務

      保証債務 69百万円  66百万円  68百万円  

        被保証人(従業員) 8人  8人  8人  

      上記は、従業員の金融

      機関からの住宅取得資

      金借入に対する債務の

      保証であります。

  ３．消費税等の表示    売上等に係る消費税等と仕入 同        左

 等に係る消費税等は、相殺のう

 え、流動負債に未払消費税等と

 して表示しております。

  ４．期末日満期手形の表示    中間期末日満期手形の会計処

 理については手形交換日をもっ

 て決済処理しております。

 なお、当中間会計期間の末日は

 金融機関の休日であったため、

 次の中間期末日満期手形が中間

 期末残高に含まれております。

    受取手形  4百万円  

（中間損益計算書関係）

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前  事  業  年  度

項           目 自  平成12年４月 １ 日 自  平成13年４月 １ 日 自  平成12年４月 １ 日

至  平成12年９月３０日 至  平成13年９月３０日 至  平成13年３月３１日

  １．減価償却実施額

        有形固定資産 23百万円  31百万円  52百万円  

        無形固定資産 35        65        122        
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前  中  間  会  計  期  間 当  中  間  会  計  期  間 前  事  業  年  度

自 平成12年４月１日 自 平成13年４月１日 自 平成12年４月１日

至 平成12年９月30日 至 平成13年９月30日 至 平成13年３月31日

1.現金及び現金同等物の中間期末残高と 1.現金及び現金同等物の中間期末残高と 1.現金及び現金同等物の期末残高と

　中間貸借対照表に記載されている科目の 　中間貸借対照表に記載されている科目の 　貸借対照表に記載されている科目の

　金額との関係　(平成12年9月30日現在) 　金額との関係　(平成13年9月30日現在) 　金額との関係　(平成13年3月31日現在)

   現金及び預金　　　　　　　　　　　　　　       1,409百万円    現金及び預金　　　　　　　　　　　　　　         207百万円    現金及び預金　　　　　　　　　　　　　　          95百万円

   預入期間が３か月　　          －    預入期間が３か月　　          －    預入期間が３か月　　          －

   を超える定期預金　　    を超える定期預金　　    を超える定期預金　　

   有価証券(ﾏﾈｰ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       1,297    有価証券(ﾏﾈｰ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         300    有価証券(ﾏﾈｰ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         490

   ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ）　　　　    ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ）　　　　    ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ・ﾌｧﾝﾄﾞ）　　　　

  現金及び現金同等物　　　　　　　　　　       2,706   現金及び現金同等物　　　　　　　　　　         507   現金及び現金同等物　　　　　　　　　　         586

（リース取引関係）

前  中  間  会  計  期  間 当  中  間  会  計  期  間 前  事  業  年  度

自 平成12年４月１日 自 平成13年４月１日 自 平成12年４月１日

至 平成12年９月30日 至 平成13年９月30日 至 平成13年３月31日

１．リース物件の所有権が借主に移転すると １．リース物件の所有権が借主に移転すると １．リース物件の所有権が借主に移転すると

   認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引    認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引    認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

   累計額相当額及び中間期末残高相当額    累計額相当額及び中間期末残高相当額    累計額相当額及び期末残高相当額

 取得価額相当額  取得価額相当額  取得価額相当額

   工具器具備品           3百万円    工具器具備品           3百万円    工具器具備品           3百万円

   合計                   3    合計                   3    合計                   3

 減価償却累計額相当額  減価償却累計額相当額  減価償却累計額相当額

   工具器具備品           0百万円    工具器具備品           1百万円    工具器具備品           0百万円

   合計                   0    合計                   1    合計                   0

 中間期末残高相当額  中間期末残高相当額  期末残高相当額

   工具器具備品           3百万円    工具器具備品           2百万円    工具器具備品           2百万円

   合計                   3    合計                   2    合計                   2

(2)未経過リース料中間期末残高 (2)未経過リース料中間期末残高 (2)未経過リース料期末残高

   相当額    相当額    相当額

     １年以内             0百万円      １年以内             0百万円      １年以内             0百万円

     １ 年 超             2      １ 年 超             1      １ 年 超             2

     合    計             3      合    計             2      合    計             2

(3)支払リース料、減価償却費相当 (3)支払リース料、減価償却費相当 (3)支払リース料、減価償却費相当

   額及び支払利息相当額    額及び支払利息相当額    額及び支払利息相当額

     支払リース料         0百万円      支払リース料         0百万円      支払リース料         0百万円

     減価償却費相当額     0      減価償却費相当額     0      減価償却費相当額     0

     支払利息相当額       0      支払利息相当額       0      支払利息相当額       0

(4)減価償却費相当額及び利息相当 (4)減価償却費相当額及び利息相当 (4)減価償却費相当額及び利息相当

   額の算定方法    額の算定方法    額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法 同         左 同         左

   ……リース期間を耐用年数とし、残存

   価額を零とする定額法によっております｡

 ・利息相当額の算定方法 同         左 同         左

   ……リース料総額とリース物件の取得

   価額相当額との差額を利息相当額とし、

   各期への配分方法については、利息法

   によっております。



- 17 - 

（有価証券関係）

Ⅰ.前中間会計期間末　(平 成１２年 ９ 月３０日)

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 時    価 差    額

(1) 国債・地方債等 － 百万円 － 百万円 －           百万円

(2) 社債 300 300 0

(3) その他 4,077 4,045 △  31

合　　計 4,377 4,345 △  31

２. その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間貸借対照表計上額 差    額

(1) 株式 － 百万円 － 百万円 －           百万円

(2) 債券

国債・地方債等 － 百万円 － 百万円 －           百万円

社債 265 259 △  5

その他 802 804 1

(3) その他 330 332 2

合　　計 1,398 1,396 △  2

３. 時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

該当する債券はありません。

(2) その他有価証券

ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ 1,297 百万円

Ⅱ.当中間会計期間末　(平 成１３年 ９ 月３０日)

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 時    価 差    額

(1) 国債・地方債等 － 百万円 － 百万円 － 百万円

(2) 社債 300 300 －           

(3) その他 4,470 4,466 △  3

合　　計 4,770 4,766 △  3

２. その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間貸借対照表計上額 差    額

(1) 株式 24 百万円 24 百万円 － 百万円

(2) 債券

国債・地方債等 499 百万円 502 百万円 2 百万円

社債 871 878 6

その他 800 806 5

(3) その他 520 527 7

合　　計 2,717 2,739 22

３. 時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

該当する債券はありません。

(2) その他有価証券

非上場株式 4 百万円

ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ 300

（注）1.当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式の減損処理５０百万円を行っております。

　  なお、当該株式の減損に当っては，時価が取得原価の50％以下になったものを対象としております。

　 　 2.前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものは

　　　　ありません。

(注1)
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Ⅲ.前事業年度末　(平 成１３年 ３月３１日)

１. 売買目的有価証券（平成13年3月31日現在）

該当する債券はありません。

2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成13年3月31日現在）

貸借対照表計上額 時    価 差　　額

(1) 国債・地方債等 　　　　　― 百万円 　　　　　― 百万円 　　　　　― 百万円

(2) 社　債 300 300 　　　　　―

(3) その他 4,474 4,474

合　　計 4,774 4,774

3. その他有価証券で時価のあるもの（平成13年3月31日現在） （単位：百万円）

取得原価 貸借対照表計上額 差　　額

(1) 株　式 75 百万円 70 百万円 △ 4 百万円

(2) 債券

国債・地方債等 499 百万円 501 百万円 1 百万円

社　債 671 676 5

その他 1,003 1005 2

(3) その他 700 706 6

合　　計 2,950 2,961 11

4. 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成13年3月31日現在）

(1) 満期保有目的の債券

該当する債券はありません。

(2) その他有価証券

非上場株式 4 百万円

マネー・マネジメント・ファンド 490
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（デリバティブ取引関係） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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５.生産、受注及び販売の状況 

 （１）部門別売上高 

  

(単位：百万円)

期　別 　当中間会計期間　 　前中間会計期間　 前事業年度

自平成13年4月 1日 自平成12年4月 1日 対前年 自平成12年4月 1日
至平成13年9月30日 至平成12年9月30日

同期比
至平成13年3月31日

 区　分 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 5, 123 64. 1 4, 065 60. 7 126 9, 136 65. 0 

( 内 ) ｢ 改 造 ･ 拡 張 - 開 発 ｣ ( 3, 200) ( 40. 1) ( 2, 495) ( 37. 2) ( 128) ( 5, 573) ( 39. 7)

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 1, 283 16. 1 957 14. 3 134 1, 886 13. 4 

小 計 6, 406 80. 2 5, 022 75. 0 128 11, 022 78. 5 

1, 583 19. 8 1, 677 25. 0 94 3, 025 21. 5 

7, 989 100. 0 6, 700 100. 0 119 14, 047 100. 0 
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（注） １．サービスソリューション

　①ソフトソリューション

　　業務アプリケーションソフト、基本ソフト（オペレーティングシステムソフト、制御系ソフト、

　　通信・ネットワークソフト）の開発、「改造・拡張-開発」等のソリューション提供

　②( 内) ｢改造･拡張-開発｣

　　日常的システムの「維持・管理」、業務プロセス変更、法規・制度の改定等による「改造・拡張

    -開発」業務

　③システムソリューション

　　顧客/販売管理システム、ＣＡＤ/地図情報（ＧＩＳ）システム、通信技術システム等ハードウェア

　　とパッケージソフトを組合わせたシステム構築によるソリューションを提供（一部ソフトウェア開

　　発、パッケージ保守、運用を含む）

２．情報機器・サービス

　　インストール、パソコン組立、ソフトウェアの品質評価等情報機器に関する各種サービス及び

　　マニュアル作成並びに各メーカーの情報処理機器の販売
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（２）部門別受注高 

 

 

（３）部門別受注残高 

 

 

(単位：百万円)

期　別 　当中間会計期間　 　前中間会計期間　 前事業年度

自平成13年4月 1日 自平成12年4月 1日 対前年 自平成12年4月 1日
至平成13年9月30日 至平成12年9月30日

同期比
至平成13年3月31日

 区　分 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 4, 979 61. 5 4, 545 64. 4 110 9, 359 63. 5 

( 内 ) ｢ 改 造 ･ 拡 張 - 開 発 ｣ ( 3, 139) ( 38. 8) ( 2, 810) ( 39. 8) ( 112) ( 5, 756) ( 39. 1)

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 1, 373 17. 0 876 12. 4 157 1, 908 13. 0 

小 計 6, 353 78. 5 5, 421 76. 8 117 11, 262 76. 4 

1, 744 21. 5 1, 635 23. 2 107 3, 476 23. 6 

8, 098 100. 0 7, 057 100. 0 115 14, 739 100. 0 合       計
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(単位：百万円)

期　別 　当中間会計期間　 　前中間会計期間　 前事業年度

自平成13年4月 1日 自平成12年4月 1日 対前年 自平成12年4月 1日
至平成13年9月30日 至平成12年9月30日

同期比
至平成13年3月31日

 区　分 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 188 14. 1 595 66. 3 32 332 27. 0 

( 内 ) ｢ 改 造 ･ 拡 張 - 開 発 ｣ ( 154) ( 11. 5) ( 372) ( 41. 4) ( 41) ( 215) ( 17. 4)

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 370 27. 6 189 21. 1 196 292 23. 7 

小 計 559 41. 7 784 87. 4 71 625 50. 7 

781 58. 3 113 12. 6 691 607 49. 3 

1, 341 100. 0 898 100. 0 149 1, 233 100. 0 
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